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(57)【要約】
　本発明は、（Ａ）水によって架橋可能な、少なくとも２個の有機ケイ素末端基を有する
有機プレポリマーＰを少なくとも５質量％、（Ｂ）ホウ酸および／またはホウ酸エステル
を０．０１～３．０質量％および（Ｃ）アミン成分を０．０１～３．０質量％含有する組
成物に関する。更に、前記組成物の硬化方法ならびに縮合触媒としてのホウ酸および／ま
たはホウ酸エステルおよびアミン成分の使用が開示されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）水によって架橋可能な、少なくとも２個の有機ケイ素末端基を有する有機プレポ
リマーＰを少なくとも５質量％、
（Ｂ）ホウ酸および／またはホウ酸エステルを０．０１～３．０質量％および
（Ｃ）アミン成分を０．０１～３．０質量％
含有する組成物。
【請求項２】
　プレポリマーＰが式（Ｉ）
－Ｙ－Ｒ1－Ｓｉ（Ｒ3）n（ＯＲ2）3-n　　（Ｉ）
〔式中、Ｙは、二価結合基によって表わされ、
Ｒ1は、１～１０個の炭素原子を有する二価炭化水素単位によって表わされ、
ＯＲ2は、同一かまたは異なり、互いに独立して、アルコキシ基によって表わされ、その
際にＲ2は、１～１０個の炭素原子を有するアルキル基であり、および／またはＯＲ2は、
フェノキシ基、ナフチルオキシ基、オルト位、メタ位および／またはパラ位で、Ｃ1～Ｃ2

0アルキル－、アルキルアリール－、アルコキシ－、フェニル－、置換フェニル－、チオ
アルキル－、ニトロ－、ハロゲン－、ニトリル－、カルボキシアルキル－、カルボキシア
ミド－、－ＮＨ2および／またはＮＨＲ4－基で置換されているフェノキシ基であり、その
中でＲ4は、線状、分枝鎖状または環状のＣ1～Ｃ20アルキル基であり、
Ｒ3は、同一かまたは異なり、互いに独立して、それぞれ１～１５個の炭素原子を有する
、アルキル、アルケニル、アリーレン、アリールアルキルまたはアルキルアリールによっ
て表わされ、その際に前記基は、酸素原子および／または硫黄原子および／または窒素原
子を含んでいてよく、
ｎは、０、１または２によって表わされる〕で示される有機ケイ素末端基を含むことを特
徴とする、請求項１記載の組成物。
【請求項３】
　Ｙが、－Ｎ（Ｃ＝Ｏ）－、－ＮＲ－、－ＮＨ－もしくは－Ｓ－またはオルガノポリシロ
キサンによって表わされ、
Ｒが、１～２０個の炭素原子を有するアルキル基またはアリール基によって表わされ、
ＯＲ2が、同一かまたは異なり、互いに独立して、アルコキシ基によって表わされ、その
際にＲ2は、１～５個の炭素原子を有するアルキル基であることを特徴とする、請求項２
記載の組成物。
【請求項４】
　ホウ酸および／またはホウ酸エステル対アミン成分のモル比が１：０．００３～１：３
００であることを特徴とする、請求項１から３までのいずれか１項に記載の組成物。
【請求項５】
　ホウ酸エステルが、一連のホウ酸トリ－Ｃ1～Ｃ6アルキルエステル、ジオールのエステ
ル、アミノアルコールとジオールとの混合型ホウ酸エステルならびに酸のエステルからの
少なくとも１つの化合物であることを特徴とする、請求項１から４までのいずれか１項に
記載の組成物。
【請求項６】
　有機プレポリマーＰがアクリレート、ポリウレタン、ポリ尿素、ポリエーテルおよびポ
リエステルをベースとする、少なくとも１つのポリマー化合物であることを特徴とする、
請求項１から５までのいずれか１項に記載の組成物。
【請求項７】
　アミン成分が、一連のブチルアミン、ヘキシルアミン、トリエチルアミン、オクチルア
ミン、ラウリルアミン、ジブチルアミン、３－（ジメチルアミノ）－１－プロピルアミン
、ジアザ－ビシクロ－オクタン（ＤＡＢＣＯ）、Ｎ－（２－ヒドロキシエトキシエチル）
－２－アザノルボルナン、１，８－ジアザジシクロ［５．４．０］ウンデセン－７（ＤＢ
Ｕ）および１，５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノン－５－エンおよび／または一連の
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ケチミン、アルジミン、エナミンおよびオキシゾリジンからの少なくとも１つの潜在性ア
ミンからの少なくとも１つのアミンであることを特徴とする、請求項１から６までのいず
れか１項に記載の組成物。
【請求項８】
　前記組成物が一連の助剤および添加剤、分散剤、被膜形成助剤、顔料、レオロジー助剤
、水捕捉剤、付着助剤、触媒、可塑剤、光安定剤および老化安定剤、難燃剤および／また
は殺生剤からの少なくとも１つのさらなる内容物質を含むことを特徴とする、請求項１か
ら７までのいずれか１項に記載の組成物。
【請求項９】
　前記組成物が接着剤もしくはシーラントまたは被覆であることを特徴とする、請求項１
から８までのいずれか１項に記載の組成物。
【請求項１０】
　（Ｂ）は、ホウ酸であり、このホウ酸は、アミン成分（Ｃ）とは別に二成分系中に存在
し、および前記成分は、互いに混合される、請求項１から９までのいずれか１項に記載の
組成物の硬化方法。
【請求項１１】
　硬化は、周囲湿分の不在下で実施される、請求項１０記載の組成物の硬化方法。
【請求項１２】
　（Ｂ）は、ホウ酸エステルであり、前記組成物は、一成分系として存在し、かつ周囲湿
分に晒される、請求項１から９までのいずれか１項に記載の組成物の硬化方法。
【請求項１３】
　（Ｂ）は、ホウ酸であり、このホウ酸は、マトリックス中に閉じ込められており、前記
組成物は、一成分系として存在し、および前記組成物は、ホウ酸がマトリックスから遊離
される条件に晒される、請求項１から９までのいずれか１項に記載の組成物の硬化方法。
【請求項１４】
　アミン成分（Ｃ）は、マトリックス中に閉じ込められており、前記組成物は、一成分系
として存在し、および前記組成物は、アミン成分（Ｃ）がマトリックスから遊離される条
件に晒される、請求項１から９までのいずれか１項に記載の組成物を硬化させる方法。
【請求項１５】
　請求項１から９までのいずれか１項に記載の組成物中の、縮合触媒としてのホウ酸およ
び／またはホウ酸エステルおよびアミン成分の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水によって架橋可能な、少なくとも２個の有機ケイ素末端基を有する有機プ
レポリマー、ホウ酸および／またはホウ酸エステルならびにアミン成分を含む組成物に関
する。更に、前記組成物の硬化方法ならびに縮合触媒としてのホウ酸および／またはホウ
酸エステルおよびアミン成分の使用が開示されている。
【０００２】
　反応性の有機ケイ素末端基、殊にアルコキシシリル基を有する硬化性ポリマー系は、公
知である。硬化すべき材料中に拡散混入される空気湿分の存在下で、触媒は、既に室温で
アルコキシ基の分離下に互いに縮合する状態で、アルコキシシラン末端化されたポリマー
である。硬化性ポリマー系の基本骨格は、例えばアクリレート、ポリウレタン、ポリ尿素
、ポリカーボネート、ポリエーテルおよびポリエステルであることができる。その際に、
アルコキシシリル基の含量および当該アルコキシシリル基の構造に応じて、長鎖状ポリマ
ー（熱可塑性樹脂）は、相対的に目の粗い三次元網状組織（エラストマー）または高度に
架橋された系（熱硬化性樹脂）を形成する。
【０００３】
　湿分硬化性の接着剤およびシーラントならびに塗料および被覆は、数多くの工業的用途
の場合に、久しく重要な役割を演じている。シリル化されたポリウレタン、例えばＭｏｍ
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ｅｎｔｉｖｅ　Ｐｒｅｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｉｎｃ．社のＳＰＵＲ（
登録商標）ポリマー、Ｂａｙｅｒ　Ｍａｔｅｒｉａｌ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ社のＤｅｓ
ｍｏｓｅａｌ（登録商標）、Ｈａｎｓｅ　Ｃｈｅｍｉｅ　ＡＧ社のＳＴ　Ｐｏｌｙｍｅｒ
ｅならびにα,ω－シリル末端化アクリレート、またはアクリレート両端二官能性ポリマ
ー、例えばＫａｎｅｋａ　Ｃｏｒｐ．社のＸ－ＭＡＰ（登録商標）およびシリル化された
ポリスルフィドをベースとする接着剤およびシーラントは、極めて広幅の使用スペクトル
を有し、かつそれぞれの使用目的に適合された配合物において、例えば地上工事および地
表（地下）工事において、航空機産業または自動車産業において、および船舶建造におい
て使用される。殊に、前記の接着剤およびシーラントは、プライマーによる表面処理なし
の数多くの基体に対して幅広の付着スペクトルを示す。
【０００４】
　有機ケイ素末端基を有するポリマー、殊にアルコキシシラン末端化されたポリマーを硬
化させるための通常の触媒は、錫触媒である。しかし、多数の別の触媒も適している。
【０００５】
　ＷＯ　２００９／０２１９２８Ａ１は、シラン架橋性の硬化性組成物ならびに接着剤中
およびシーラント中での当該組成物の使用の問題に取り組んでいる。硬化速度を制御する
ための触媒として、殊にチタン、鉄、ビスマス、ジルコニウム、アルミニウムおよび錫の
金属有機化合物が挙げられる。更に、酸性化合物、例えば燐酸、ｐ－トルエンスルホン酸
ならびにアミンが挙げられる。硬化触媒として、ホウ素ハロゲン化物も開示されている。
【０００６】
　接着剤およびシーラントのための硬化触媒としての錫化合物の使用を回避させるため、
および硬化後に特に良好な弾性率および伸縮性を得るために、ＷＯ　２００９／１３３０
６２には、最初に二官能性の有機ポリマーを有機官能性シランと反応させる方法が提案さ
れている。得られたプレポリマーは、引続き、第３主族および／または第４副族の元素の
化合物およびヘテロ環式有機アミン、元素状化合物のアミン錯体またはその混合物からな
る群から選択されたシラン縮合触媒、ならびに任意にさらなる物質と混合される。
【０００７】
　接着法および接着技術の際に、接着剤の塗布の開始から接合部品が貼合されるまでの時
間間隔は、開放時間と呼称され、この時間間隔において、さらに最適な接着結合が得られ
る。この時間間隔を超過することは、接着結合の劣悪な機械的性質をまねく。公知技術水
準により公知の触媒の場合、有機ケイ素末端基で末端化されたプレポリマーは、水の存在
下で直ちに反応を開始する。この際、粘度は、急速に増加する。しかし、数多くの用途に
とって、材料をそのまま良好に加工しうる不変の粘度でより長い開放時間を調節しうるこ
とは、有利なことであろう。引続き、ある一定の時点から、極めて急速な硬化が生じ、そ
の結果、この材料は、即座に本来の測定に利用することができるか、またはさらなる作業
工程または組立工程（例えば、後続の被覆）を実施することができる。
【０００８】
　従って、本発明の課題は、硬化性組成物が不変の粘度を有しかつ引続き極めて急速に硬
化する長い開放時間を活性化後に有する、硬化性組成物を準備することであった。この際
に、この開放時間は、使用目的に応じてできるだけ広い限界を生じさせることができるは
ずである。更に、本明細書中で得られる硬化された組成物は、良好な機械的性質、殊に良
好な弾性率および伸縮性を有するはずである。更に、前記組成物は、錫化合物を含まない
はずである。
【０００９】
　この課題は、
（Ａ）水によって架橋可能な、少なくとも２個の有機ケイ素末端基を有する有機プレポリ
マーＰを少なくとも５質量％、
（Ｂ）ホウ酸および／またはホウ酸エステルを０．０１～３．０質量％および
（Ｃ）アミン成分を０．０１～３．０質量％
含有する組成物によって解決された。
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【００１０】
　好ましい実施態様において、プレポリマーＰは、式（Ｉ）
－Ｙ－Ｒ1－Ｓｉ（Ｒ3）n（ＯＲ2）3-n　　（Ｉ）
〔式中、Ｙは、二価結合基によって表わされ、
Ｒ1は、１～１０個の炭素原子を有する二価炭化水素単位によって表わされ、
ＯＲ2は、同一かまたは異なり、互いに独立して、アルコキシ基によって表わされ、その
際にＲ2は、１～１０個の炭素原子を有するアルキル基であり、および／またはＯＲ2は、
フェノキシ基、ナフチルオキシ基、オルト位、メタ位および／またはパラ位で、Ｃ1～Ｃ2

0アルキル－、アルキルアリール－、アルコキシ－、フェニル－、置換フェニル－、チオ
アルキル－、ニトロ－、ハロゲン－、ニトリル－、カルボキシアルキル－、カルボキシア
ミド－、－ＮＨ2および／またはＮＨＲ4－基で置換されているフェノキシ基であり、その
中でＲ4は、線状、分枝鎖状または環状のＣ1～Ｃ20アルキル基、例えばメチル、エチル、
プロピル（ｎ－、イソ－）、ブチル（ｎ－、イソ－、ｓ－）またはフェニルであり、
Ｒ3は、同一かまたは異なり、互いに独立して、それぞれ１～１５個の炭素原子を有する
、アルキル、アルケニル、アリーレン、アリールアルキルまたはアルキルアリールによっ
て表わされ、その際に前記基は、酸素原子および／または硫黄原子および／または窒素原
子を含んでいてよく、
ｎは、０、１または２によって表わされる〕で示される有機ケイ素末端基を含む。
【００１１】
　殊に有利に、式（Ｉ）中のＹは、－Ｎ（Ｃ＝Ｏ）－、－ＮＲ－、－ＮＨ－または－Ｓ－
、またはオルガノポリシロキサンによって表わされ、Ｒは、１～２０個の炭素原子を有す
るアルキル基またはアリール基、殊にメチル基、エチル基、イソプロピル基、ｎ－プロピ
ル基、ブチル基（ｎ－、イソ－、ｓ－）、シクロヘキシル、フェニルおよびナフチルによ
って表わされ、その際にＯＲ2は、同一かまたは異なり、互いに独立して、アルコキシ基
によって表わされ、その際にＲ2は、１～５個の炭素原子を有するアルキル基である。
【００１２】
　特別な実施態様において、有機ケイ素末端基は、式（Ｉ）の末端基から成る。
【００１３】
　意外なことに、本発明による組成物は、公知技術水準と比較して、広い範囲に亘って調
節可能な開放時間を有し、引続き極めて急速に硬化することが見い出された。
【００１４】
　従って、本発明は、ホウ酸および／またはホウ酸エステルおよびアミン成分を含む、水
によって架橋可能な、少なくとも２個の有機ケイ素末端基を有するプレポリマーＰをベー
スとする組成物に関する。特に有利に、本発明による組成物は、接着剤もしくはシーラン
トまたは被覆である。しかし、さらに、染料または塗料であってもよい。
【００１５】
　殊に、アルコキシシラン基は、水と接触した際に加水分解する性質を有する。その際に
、オルガノシラノール（１個以上のシラノール基、ＳｉＯＨ基を含むケイ素有機化合物）
は、後に続く縮合反応によってオルガノシロキサン（１個以上のシロキサン基、Ｓｉ－Ｏ
－Ｓｉ基を含むケイ素有機化合物）を形成する。この反応の結果として、前記組成物が硬
化する。このプロセスは、架橋とも呼称される。硬化反応に必要とされる水は、空気に由
来することができ（空気湿分）、ホウ酸（Ｂ）とアミン（Ｃ）との反応によって形成され
うるか、または前記組成物は、例えば塗布または噴霧によって、水を含む成分と接触させ
ることができるか、または適用の際に前記組成物に、例えば動的混合機により混入される
、例えば含水ペーストの形で、水を含む成分を添加することができる。
【００１６】
　式（Ｉ）の有機ケイ素末端基を有する、本発明による有機プレポリマーＰは、殊に相応
するプレポリマーと適当なシリル化剤との反応によって得られる。この際、シリル化剤と
して、殊に、
１．第一級アミノアルコキシシランおよび／または第二級アミノアルコキシシラン；α位
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またはγ位
例えば、
Ｈ2Ｎ－ＣＨ2－Ｓｉ（ＯＲ2）3

Ｈ2Ｎ－（ＣＨ2）3－Ｓｉ（ＯＲ2）3

ＲＮＨ－（ＣＨ2）3－Ｓｉ（ＯＲ2）3

ＲＮＨ－ＣＨ2－ＣＨＭｅ－ＣＨ2－Ｓｉ（ＯＲ2）3

その際に、Ｒは、１～２０個の炭素原子を有するアルキル基またはアリール基、殊にメチ
ル基、エチル基、イソプロピル基、ｎ－プロピル基、ブチル基（ｎ－、イソ－、ｓ－）、
シクロヘキシル、フェニルおよびナフチルであり、
２．イソシアナトアルコキシシラン；α位またはγ位、
３．α位およびγ位での第一級アミノアルコキシシランのマイケル付加反応およびヒダン
トインへの閉環反応によって得られた生成物、例えば米国特許第５３６４９５５号明細書
、
が適している。
【００１７】
　しかし、少なくとも２つの記載された化合物からなる混合物がプレポリマーＰ中に存在
していてもよい。
【００１８】
　好ましい実施態様において、シリル化剤の成分として、殊にアミノ基またはイソシアネ
ート基を含むアルコキシシランが重要である。アミノ基を含むアルコキシシランとして、
殊に、３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、３－アミノプロピル－トリエトキシシ
ラン、３－アミノプロピル－メチルジメトキシシラン、３－アミノプロピル－メチルジエ
トキシシラン、３－アミノ－２－メチルプロピル－トリメトキシシラン、４－アミノブチ
ル－トリメトキシシラン、４－アミノブチル－メチルジメトキシシラン、４－アミノ－３
－メチルブチル－トリメトキシシラン、４－アミノ－３，３－ジメチルブチル－トリメト
キシシラン、４－アミノ－３，３－ジメチルブチル－ジメトキシメチルシラン、アミノメ
チル－トリメトキシシラン、アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、アミノメチルメト
キシジメチルシラン、アミノメチル－トリエトキシシラン、アミノメチル－ジエトキシメ
チルシラン、アミノメチル－エトキシジメチルシラン、Ｎ－メチル－３－アミノプロピル
－トリメトキシシラン、Ｎ－メチル－３－アミノプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ
－エチル－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－エチル－３－アミノプロピル
－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－ブチル－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ
－ブチル－３－アミノプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－シクロヘキシル－３－ア
ミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－シクロヘキシルアミノメチルトリエトキシシラ
ン、シクロヘキシルアミノメチルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピ
ル－トリメトキシシラン、Ｎ－メチル－３－アミノ－２－メチルプロピル－トリメトキシ
シラン、Ｎ－メチル－３－アミノ－２－メチルプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－
エチル－３－アミノ－２－メチルプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－エチル－３－アミ
ノ－２－メチルプロピル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－エチル－３－アミノプロピル－
ジメトキシ－メチルシラン、Ｎ－エチル－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ
－フェニル－４－アミノブチル－トリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－アミノメチル－ジ
メトキシメチルシラン、Ｎ－フェニル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－シクロ
ヘキシル－アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－シクロヘキシル－アミノメチル
－トリメトキシシラン、Ｎ－メチル－アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－メチ
ル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－エチル－アミノメチル－ジメトキシメチル
シラン、Ｎ－エチル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－プロピル－アミノメチル
－ジメトキシエチルシラン、Ｎ－プロピル－アミノメチル－トリメトキシシラン、Ｎ－ブ
チル－アミノメチル－ジメトキシメチルシラン、Ｎ－ブチル－アミノメチル－トリメトキ
シシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピル－トリメトキシシラン、Ｎ－
（２－アミノエチル）－３－アミノプロピル－メチルジメトキシシラン、３－［２－（２
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－アミノエチルアミノ）－エチルアミノ］－プロピル－トリメトキシシラン、ビス（トリ
メトキシシリルプロピル）アミン、ビス（ジメトキシ（メチル）シリルプロピル）アミン
、ビス（トリメトキシシリルメチル）アミン、ビス（ジメトキシ（メチル）シリルメチル
）アミン、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－メチル［３－（トリメトキシ
シリル）－プロピル］カルバメート、Ｎ－トリメトキシシリルメチル－Ｏ－メチルカルバ
メート、Ｎ－ジメトキシ（メチル）シリル－メチル－カルバメートならびにケイ素に対す
るメトキシ基の代わりにエトキシ基またはイソプロポキシ基またはｎ－プロポキシ基また
はｎ－ブトキシ基またはイソブトキシ基またはｓ－ブトキシ基を有する、前記化合物の類
似体の群から選択された化合物が適している。
【００１９】
　イソシアネート基を含むアルコキシ基として、殊に、イソシアナトプロピルトリエトキ
シシラン、イソシアナトプロピルトリメトキシシラン、イソシアナトプロピルメチルジエ
トキシシラン、イソシアナトプロピルメチルジメトキシシラン、イソシアナトメチルトリ
メトキシシラン、イソシアナトメチルトリエトキシシラン、イソシアナトメチルメチルジ
エトキシシラン、イソシアナトメチルメチルジメトキシシラン、イソシアナトメチルジメ
チルメトキシシランまたはイソシアナトメチルジメチルエトキシシラン、ならびにイソプ
ロポキシ基またはｎ－プロポキシ基を有する、前記化合物の類似体からなる群から選択さ
れた化合物が適している。
【００２０】
　本発明の特別の実施態様において、式（Ｉ）中のｎは、０または１の値を有し、その結
果、殊にトリアルコキシシリル基またはジアルコキシシリル基が存在する。ジアルコキシ
シリル基の特別な利点は、相応する組成物が硬化後にトリアルコキシシリル基を含む系よ
りも弾性でありかつ軟質であることにある。従って、前記組成物は、殊にシーラントとし
ての用途に適している。更に、前記組成物は、硬化の際により僅かなアルコールを分離し
、したがって、生理学的な視点からも使用の利点を提供する。これに反して、トリアルコ
キシシリル基を用いると、より高い架橋度を達成させることができ、このことは、硬化後
に堅固な固体が望まれる場合には、特に好ましい。更に、トリアルコキシシリル基は、よ
り反応性であり、すなわちより急速に架橋し、それによって触媒の必要量を減少させ、お
よびこのトリアルコキシシリル基は、「冷たい流れ」の際に利点を有する。従って、特別
な実施態様において、ｎは、０の値を有する。
【００２１】
　ホウ酸および／またはホウ酸エステルを、全組成物に対して０．０１～３．０質量％の
量で使用することは、本発明にとって本質的なことである。これに関連して、使用量は、
前記系の開放時間ならびに完全硬化（Ｄｕｒｃｈｈａｅｒｔｕｎｇ）の速度に本質的な影
響を及ぼす。本発明による系の望ましい開放時間に応じて、全組成物に対して、０．０５
～２．０質量％、殊に０．１～１質量％のホウ酸および／またはホウ酸エステルは、有利
であることが証明された。
【００２２】
　好ましい実施態様において、ホウ酸エステルは、一連のホウ酸トリ－Ｃ1～Ｃ6アルキル
エステル、殊にホウ酸トリメチルエステル、ホウ酸トリエチルエステルおよび／またはホ
ウ酸トリプロピルエステル、ジオールのエステル、例えば２－ブトキシ－２－ボラ－１，
３－ジオキソラン、２－エトキシ－４，５－ジメチル－［１．３．２］－ジオキサボロラ
ン、１－アザ－５－ボラ－４，７，１３－トリオキサ－ビシクロ［３．３．３］ウンデカ
ン、４－メチル－２，６，７－トリオキサ－１－ボラビシクロ［２．２．２］オクタン、
アミノアルコールとジオールとの混合型ホウ酸エステル、例えば２－（２’－アミノエト
キシ）－４，５－ジメチル－［１．３．２］－ジオキサボロラン、酸のエステル、例えば
トリアセチルホウ酸エステル、またはシュウ酸もしくは酒石酸のキレートからの少なくと
も１つの化合物である。
【００２３】
　更に、アミン成分の選択および本発明による組成物中の当該アミン成分の使用量は、前
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記系の開放時間ならびに完全硬化の速度に実質的な影響を及ぼす。本発明による系の所望
される開放時間に応じて、全組成物に対して０．０５～２．０質量％、殊に０．１～１質
量％のアミン成分が有利であることが証明された。アミン成分（Ｃ）は、有利に一連のエ
チルアミン、プロピルアミン、ブチルアミン、ヘキシルアミン、オクチルアミン、ラウリ
ルアミン、ジブチルアミン、トリエチルアミン、シクロヘキシルアミン、モノエタノール
アミン、ジエタノールアミン、ジエチレントリアミン、３－（ジメチルアミノ）－１－プ
ロピルアミン、ペンタメチルジエチレントリアミン、ベンジルアミン、アミノ官能性シラ
ン、殊に３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラ
ン、Ｎ－２－アミノエチル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエ
チル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（β－アミノエチル）アミノプロピ
ルメチルジエトキシシランおよびＮ－（β－アミノエチル）アミノプロピルメチルジメト
キシシランおよびヘテロ環式有機アミン、殊にＮ－メチルピロリジン、Ｎ－メチルピペリ
ジン、Ｎ，Ｎ－ジメチルピペラジン、ジアザ－ビシクロ－オクタン（ＤＡＢＣＯ）、Ｎ－
（２－ヒドロキシエトキシエチル）－２－アザノルボルナン、１，８－ジアザジシクロ［
５．４．０］ウンデセン－７（ＤＢＵ）、１，５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノン－
５－エン、Ｎ－ドデシル－２－メチルイミダゾール、Ｎ－メチルイミダゾール、２－エチ
ル－２－メチルイミダゾール、Ｎ－メチルモルホリン、ビス（２－（２，６－ジメチル－
４－モルホリノ）エチル）－（２－（４－モルホリノ）エチル）アミン、ビス（２－（２
，６－ジメチル－４－モルホリノ）エチル）－（２－（２，６－ジエチル－４－モルホリ
ノ）エチル）アミン、トリス（２－（４－モルホリノ）エチル）アミン、トリス（２－（
４－モルホリノ）プロピル）アミン、トリス（２－（４－モルホリノ）ブチル）アミン、
トリス（２－（２，６－ジメチル－４－モルホリノ）エチル）アミン、トリス（２－（２
，６－ジエチル－４－モルホリノ）エチル）アミン、トリス（２－（２－メチル－４－モ
ルホリノ）エチル）アミン、トリス（２－（２－エチル－４－モルホリノ）エチル）アミ
ン、ジメチルアミノプロピルモルホリン、ビス－（モルホリノプロピル）－メチルアミン
、ジエチルアミノプロピルモルホリン、ビス－（モルホリノプロピル）－エチルアミン、
ビス－（モルホリノプロピル）－プロピルアミン、モルホリノプロピルピロリドン、Ｎ－
モルホリノプロピル－Ｎ’－メチル－ピペラジン、ジモルホリノジエチルエーテル（ＤＭ
ＤＥＥ）およびジ－２，６－ジメチルモルホリノエチル）エーテル、ピペラジン、例えば
Ｎ，Ｎ－ジメチルピペラジン、グアニジン、例えばＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチルグ
アニジン、ジフェニルグアニジンおよびＮ，Ｎ－ジエチル－Ｎ’，Ｎ’－ジプロピル－Ｎ
’’－（４－クロロフェニル）－グアニジンからの少なくとも１つのアミンであることが
できる。
【００２４】
　更に、前記アミン成分は、本発明による組成物において、最初にアミンを遊離する化合
物である。殊に、これは、潜在性アミンであることができる。本発明により使用可能な潜
在性アミンの具体的な例は、第一級アミンとケトンとから製造されたケチミンである。適
当なケトンは、例えばアセトン、メチルエチルケトン、メチルプロピルケトン、メチルイ
ソプロピルケトン、メチルイソブチルケトン、メチルイソアミルケトン、メチルアミルケ
トン、ジエチルケトン、ジプロピルケトン、シクロヘキサノンである。さらなる使用可能
な潜在性アミンは、アルジミン、殊に第一級アミンとアルデヒドとの反応生成物、および
第二級アミンとアルデヒドまたはケトンとから製造されたエナミン、およびアミノアルコ
ールとイソシアネートとから製造されたオキサゾリジンである。アミンとして、既に成分
Ｃとして記載されているアミンを使用することができる。
【００２５】
　さらなる実施態様において、本発明による組成物は、アミン成分（Ｃ）をマトリックス
中に閉じ込めて含み、この場合には、殊に一成分系である。これに関連して、アミン成分
（Ｃ）は、有利にカプセル化された形で存在する。好ましい実施態様において、アミン成
分（Ｃ）およびマトリックスは、コアシェル型カプセルとして、またはマトリックス型カ
プセルとして存在する。殊に、カプセルまたはマトリックス型カプセルは、５０～３００
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０μｍ、有利に１００～１５００μｍ、殊に２００～１０００μｍの直径を有する。
【００２６】
　好ましくは、マトリックスは、膨潤性ポリマー、例えばポリアクリル酸、スルホン酸基
を含む水溶性コポリマー、例えばＷＯ　２００７０９３３９２中に記載された当該水溶性
コポリマーであるか、または無機マトリックス、例えばシリカ、酸化チタン、シリカゲル
、無機－有機ハイブリッド材料、可溶性塩、例えば塩化カルシウム、アルギン酸塩、カラ
ゲーン、ゲランガム、アミロースおよびキトサンである。本発明による混合物中のアミン
成分（Ｃ）は、使用されるマトリックスに応じて、周囲湿分、剪断エネルギー、放射線お
よび／またはｐＨの変化の作用によって遊離されうる。
【００２７】
　また、少なくとも２つのアミンをアミン成分（Ｃ）として使用することは、好ましく、
その際に、アミンは、有利に既に記載された、一連のアミン官能性シランからの付着助剤
である。
【００２８】
　一連のブチルアミン、ヘキシルアミン、トリエチルアミン、オクチルアミン、ラウリル
アミン、ジブチルアミン、３－（ジメチルアミノ）－１－プロピルアミン、ジアザ－ビシ
クロ－オクタン（ＤＡＢＣＯ）、Ｎ－（２－ヒドロキシエトキシエチル）－２－アザノル
ボルナン、１，８－ジアザジシクロ［５．４．０］ウンデセン－７（ＤＢＵ）および１，
５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノン－５－エンからのアミンが特に適していることが
証明された。
【００２９】
　ホウ酸および／またはホウ酸エステル対アミン成分のモル比は、広い範囲内で自由に変
動しうる。前記比が１：０．００３～１：３００、殊に１：０．０５～１：２０、特に有
利に１：０．１～１：１０であることは、好ましい。
【００３０】
　全組成物に対するアミン対ホウ酸エステルおよび／またはホウ酸の比および使用量を相
応して選択することにより、開放時間は、広い限界で調節することができる。殊に、この
開放時間は、０．５分～３日、有利に５分～１０時間、殊に１０分～１時間である。
【００３１】
　本発明による系の特別な利点は、引続く急速な完全硬化である。完全硬化の速度は、実
施例中の記載と同様に測定される。完全硬化の速度は、広い範囲内で変動可能であり、か
つホウ酸成分およびアミン成分の種類および量に依存する。１０ｍｍの平均完全硬化速度
は、２日未満で達成されうる。
【００３２】
　有機プレポリマーＰは、アクリレート、ポリウレタン、ポリ尿素、ポリエーテルおよび
ポリエステルをベースとする、少なくとも１つのポリマー化合物である。更に、プレポリ
マーは、例えばビニル基を有するポリマー構成単位にＨ末端化ポリオルガノシロキサンを
ヒドロシリル化することにより組み入れられる、ポリオルガノシロキサンブロックを含ん
でいてもよい。更に、ポリオルガノシロキサンは、反応性基を含んでいてよく、この反応
性基を介してポリオルガノシロキサンは、共有結合で有機プレポリマーＰ中に組み入れら
れている。ここで、好ましい反応性基は、第一級アミノ基および第二級アミノ基、ヒドロ
キシ基、カルボキシ基およびエポキシ基、トリアルコキシシランならびに（メタ）アクリ
レート基である。
【００３３】
　有機プレポリマーＰの基本骨格がポリウレタンおよびポリ尿素である場合には、これら
は、少なくとも１つのポリオール成分またはポリアミン成分ならびにポリイソシアネート
成分から構成されており、かつ任意に連鎖延長剤を含んでいてよい。
【００３４】
　ポリウレタンプレポリマーまたはポリ尿素プレポリマーの製造形式は、本発明にとって
重要ではない。従って、一段階のプロセスであることができ、その際にポリオールおよび
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／またはポリアミン、ポリイソシアネートおよび連鎖延長剤が同時に互いに反応され、こ
のことは、例えばバッチ反応において行なうことができ、或いは二段階のプロセスである
ことができ、その際に例えば最初にプレポリマーが形成され、このプレポリマーは、引続
き連鎖延長剤と反応される。
【００３５】
　ポリウレタンまたはポリ尿素は、さらになお構造単位を含んでいてもよく、殊にこれに
関しては、アロファネート、ビウレット、ウレトジオンまたはシアヌレートである。勿論
、前記基は、例であるにすぎず、その際に本発明によるポリウレタンおよびポリ尿素は、
さらなる構造単位を含んでいてもよい。分岐度は、本発明にとって重要ではなく、その結
果、線状ポリマーならびに高い分岐度のポリマーが使用されてよい。
【００３６】
　本発明の好ましい実施態様において、ポリマー中に含まれるイソシアネート成分対ポリ
オール成分またはポリアミン成分の総和のモル比は、０．０１～５０、有利に０．５～１
．８である。
【００３７】
　イソシアネート成分は、有利に脂肪族化合物、脂環式化合物、芳香脂肪族化合物および
／または芳香族化合物、有利にジイソシアネートまたはトリイソシアネートであり、その
際に前記化合物の混合物が重要でもある。その際に、ヘキサメチレンジイソシアネート－
１，６（ＨＤＩ）、ＨＤＩ二量体、ＨＤＩ三量体、１－イソシアナト－３，３，５－トリ
メチル－５－イソシアナトメチルシクロヘキサン（ＩＰＤＩ）、２，４－トルイレンジイ
ソシアネートおよび／または２，６－トルイレンジイソシアネート（ＴＤＩ）および／ま
たは４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソ
シアネートおよび／または２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、ポ
リマーＭＤＩ、カルボジイミド変性された４，４’－ＭＤＩ、ｍ－キシレンジイソシアネ
ート（ＭＸＤＩ）、ｍ－テトラメチルキシリレンジイソシアネートまたはテトラメチルキ
シリレンジイソシアネート（ｍ－ＴＭＸＤＩ、ｐ－ＴＭＸＤＩ）、４，４’－ジシクロヘ
キシルメタンジイソシアネート（Ｈ　１２ＭＤＩ）ｐ－ナフタリン－１，５－ジイソシア
ネート、シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、水素化されたキシリレンジイソシ
アネート（Ｈ６ＸＤＩ）、１－メチル－２，４－ジイソシアナト－シクロヘキサン、テト
ラメトキシブタン－１，４－ジイソシアネート、ブタン－１，４－ジイソシアネート、１
，６－ジイソシアナト－２，２，４－トリメチルヘキサン、１，６－ジイソシアナト－２
，４，４－トリメチルヘキサン、１－イソシアナト－１－メチル４（３）－イソシアナト
メチルシクロヘキサン（ＩＭＣＩ）ならびに１，１２－ドデカンジイソシアネート（Ｃ１
２ＤＩ）であることは、有利であると見なすことができる。更に、４－ジクロロフェニル
ジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート、ｍ－フェニ
レンジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイソシアネート、４－クロロ－１，３－フェニ
レンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，１０－デカメチ
レンジイソシアネート、リシンアルキルエステルジイソシアネート、３，３’－ジメチル
－４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、テトラ
メチルキシリレンジイソシアネート、１，５－テトラヒドロナフタレンジイソシアネート
、トリイソシアナトトルエン、メチレンビス（シクロヘキシル）－２，４’－ジイソシア
ネートおよび４－メチルシクロヘキサン－１，３－ジイソシアネートであることができる
。殊に、１分子当たり２または３個のイソシアネート基を有するポリイソシアネートが適
している。しかし、ポリイソシアネートの混合物であってもよく、その際に前記混合物中
のイソシアネート基の平均的な数は、殊に２．１～２．３、２．２～２．４または２．６
～２．８であることができる。誘導体化されたポリイソシアネート、例えばスルホン化さ
れたイソシアネート、ブロック化されたイソシアネート、イソシアヌレートおよびビウレ
ットイソシアネートが同様に使用されてよい。
【００３８】
　ポリオール成分またはポリアミン成分は、有利にポリエーテルエステルポリオール、ポ
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リエーテルポリオール、ポリエステルポリオール、ポリブタンジエンポリオールおよびポ
リカーボネートポリオールであり、その際にこれらの化合物の混合物であってもよい。ポ
リオールおよび／またはポリアミンは、有利に２～１０個、特に有利に２～３個のヒドロ
キシル基および／またはアミノ基を含み、かつ３２～３００００ｇ／ｍｏｌ、特に有利に
９０～１８０００ｇ／ｍｏｌの質量平均分子量を有する。
【００３９】
　ポリオールとして、特に室温で液状、ガラス状固体／非晶質または結晶質のポリヒドロ
キシ化合物が適している。典型的な例として、二官能性のポリプロピレングリコールを挙
げることができるであろう。好ましくは、ヒドロキシル基を有する、酸化エチレンおよび
酸化プロピレンのランダムコポリマーおよび／またはブロックコポリマーが使用されても
よい。適当なポリエーテルポリオールは、ポリウレタン化学において自体公知のポリエー
テル、例えば開始剤分子を使用して、ＫＯＨ触媒反応またはＤＭＣ触媒反応により、酸化
スチレン、酸化エチレン、酸化プロピレン、酸化ブチレン、テトラヒドロフランまたはエ
ピクロロヒドリンから製造されたポリオールである。
【００４０】
　具体的には、殊にポリ（オキシテトラメチレン）グリコール（ポリＴＨＦ）、１，２－
ポリブチレングリコールまたはこれらの混合物も適している。殊に、ポリプロピレンオキ
シド、ポリエチレンオキシドおよび酸化ブチレンならびにこれらの混合物が適している。
末位にヒドロキシル基を有する、ポリオール成分として使用可能な、さらなるコポリマー
のタイプは、一般式で示されるものである（Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２００４，
３７，４０３８－４０４３に記載の「制御された」高速陰イオン重合により製造可能）：

【化１】

〔式中、Ｒは、同一かまたは異なり、有利にＯＭｅ、ＯｉＰｒ、ＣｌまたはＢｒによって
表わされる〕。
【００４１】
　更に、ポリオール成分として、殊に、ジカルボン酸またはトリカルボン酸、例えばアジ
ピン酸、セバシン酸、グルタル酸、アゼライン酸、コルク酸、ウンデカン二酸、ドデカン
二酸、３，３－ジメチルグルタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ヘキサヒドロフタル
酸および／または二量体脂肪酸を、低分子量ジオール、トリオールまたはポリオール、例
えばエチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、ジプロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオ
ール、１，８－オクタンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１２－ドデカンジオ
ール、二量体脂肪アルコール、グリセリン、ペンタエリトリトールおよび／またはトリメ
チロールプロパンと縮合することによって製造された、２５℃で液状、ガラス様非晶質ま
たは結晶質のポリエステルジオールまたはポリエステルポリオールが適している。
【００４２】
　ポリオールのさらなる適当な群は、例えばカプロラクトンをベースとするポリエステル
であり、このポリエステルは、「ポリカプロラクトン」とも呼称される。使用可能なさら
なるポリオールは、ポリカーボネートポリオールおよび二量体ジオールならびに植物油お
よびその誘導体、例えばヒマシ油およびその誘導体またはエポキシ化されたダイズ油をベ
ースとするポリオールである。更に、炭酸誘導体、例えばジフェニルカーボネート、ジメ
チルカーボネートまたはホスゲンをジオールと反応させることによって得られる、ヒドロ
キシル基を有するポリカーボネートがこれに該当する。例えば、エチレングリコール、１
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，２－プロパンジオールおよび１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオールおよ
び１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、ネ
オペンチルグリコール、１，４－ビスヒドロキシメチルシクロヘキサン、２－メチル－１
，３－プロパンジオール、２，２，４－トリメチルペンタンジオール－１，３、ジプロピ
レングリコール、ポリプロピレングリコール、ジブチレングリコール、ポリブチレングリ
コール、ビスフェノールＡ、テトラブロムビスフェノールＡ、グリセリン、トリメチロー
ルプロパン、１，２，６－ヘキサントリオール、１，２，４－ブタントリオール、トリメ
チロールプロパン、ペンタエリトリット、キナイト（Ｃｈｉｎｉｔ）、マンニット、ソル
ビット、メチルグリコシドおよび１，３，４，６－ジアンヒドロヘキサイトが特に適して
いる。とりわけ、「Ｐｏｌｙ－ｂｄ（登録商標）」の商品名で購買できる、ヒドロキシ官
能性のポリブタジエンもその水素化された類似体と同様に、ポリオール成分として使用す
ることができる。更に、「Ｔｈｉｏｋｏｌ（登録商標）ＮＰＳ－２８２」の商品名で販売
されている、ヒドロキシ官能性ポリスルフィド、ならびにヒドロキシ官能性ポリシロキサ
ンがこれに該当する。
【００４３】
　本発明により使用可能なポリアミン成分として、殊にヒドラジン、ヒドラジン水和物お
よび置換ヒドラジン、例えばＮ－メチルヒドラジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルヒドラジン、ア
ジピン酸の酸ヒドラジド、メチルアジピン酸、セバシン酸、ヒドロアクリル酸、テレフタ
ル酸、セミカルバジドアルキレンヒドラジド、例えば１３－セミカルバジドプロピオン酸
ヒドラジド、セミカルバジドアルキレンカルバジンエステル、例えば２－セミカルバジド
エチルカルバジンエステルおよび／またはアミノセミカルバジド化合物、例えば１３－ア
ミノエチルセミカルバジドカーボネートが適している。更に、ポリウレタンおよびポリ尿
素の製造のために、少なくとも２個のアミノ基を有する、ポリエステル、ポリオレフィン
、ポリアセタール、ポリチオエーテル、ポリエーテルカーボネート、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリエステルアミド、ポリカプロラクタム、ポリカーボネート、ポリカプロラ
クトンおよびポリアクリレートをベースとするポリアミンが適している。また、ポリアミ
ン、例えばＪｅｆｆａｍｉｎｅ（登録商標）（これは、ポリエーテルポリアミンである）
の商品名で販売されているポリアミンが適している。
【００４４】
　ポリオール成分および／またはポリアミン成分として、いわゆる連鎖延長剤として公知
の種類がこれに該当し、これは、ポリウレタンおよびポリ尿素の製造の際に過剰のイソシ
アネート基と反応し、通常、４００未満の分子量（Ｍｎ）を有し、かつしばしば、ポリオ
ール、アミノポリオールまたは脂肪族ポリアミン、脂環式ポリアミンもしくは脂肪族ポリ
アミンの形で存在する。
【００４５】
　適当な連鎖延長剤は、例えば次のとおりである：
・　アルカンジオール、例えばエタンジオール、１，２－プロパンジオールおよび１，３
－プロパンジオール、１，４－ブタンジオールおよび２，３－ブタンジオール、１，５－
ペンタンジオール、１，３－ジメチルプロパンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネ
オペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノール、２－メチル－１，３－プロパンジ
オール、ヘキシレングリコール、２，５－ジメチル－２，５－ヘキサンジオール、エチレ
ングリコール、１，２－プロパンジオールまたは１，３－プロパンジオール、１，２－ブ
タンジオール、１，３－ブタンジオールまたは１，４－ブタンジオール、１，２－ペンタ
ンジオール、１，３－ペンタンジオールまたは１，５－ペンタンジオール、１，２－ヘキ
サンジオール、１，３－ヘキサンジオール、１，４－ヘキサンジオール、１，５－ヘキサ
ンジオールまたは１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルヒドロキシピバレート、ネオ
ペンチルグリコール、ジプロピレングリコール、ジエチレングリコール、１，２－シクロ
ヘキサンジオール、１，３－シクロヘキサンジオールまたは１，４－シクロヘキサンジオ
ール、１，２－シクロジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノールまたは１，４
－シクロヘキサンジメタノール、トリメチルペンタンジオール、エチルブチルプロパンジ
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オール、ジエチルオクタンジオール、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオー
ル、２－ブチル－２－メチル－１，３－プロパンジオール、２－フェニル－２－メチル－
１，３－プロパンジオール、２－プロピル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、２
－ジ－ｔ－ブチル－１，３－プロパンジオール、２－ブチル－２－プロピル－１，３－プ
ロパンジオール、１－ジヒドロキシメチルビシクロ［２．２．１］ヘプタン、２，２，－
ジエチル－１，３－プロパンジオール、２，２－ジプロピル－１，３－プロパンジオール
、２－シクロヘキシル－２－メチル－１，３－プロパンジオール、２，５－ジメチル－２
，５－ヘキサンジオール、２，５－ジエチル－２，５－ヘキサンジオール、２－エチル－
５－メチル－２，５－ヘキサンジオール、２，４－ジメチル－２．４－ペンタンジオール
、２．３－ジメチル－２，３－ブタンジオール、１，４－ビス（２’－ヒドロキシプロピ
ル）ベンゼンおよび１，３－ビス（２’－ヒドロキシプロピル）ベンゼンおよび
・　δ－ヒドロキシブチル－ε－ヒドロキシ－カプロン酸エステル、ω－ヒドロキシヘキ
シル－γ－ヒドロキシ酪酸エステル、アジピン酸－（β－ヒドロキシエチル）－エステル
またはテレフタル酸－ビス－（β－ヒドロキシエチル）－エステルおよび
・　脂肪族ジアミン、芳香族ジアミンおよび脂環式ジアミン、殊にメチレンジアミン、エ
チレンジアミン、１，２－ジアミノプロパンおよび１，３－ジアミノプロパン、１，４－
ジアミノブタン、カダベリン（１，５－ジアミノペンタン）、１，６－ヘキサメチレンジ
アミン、イソホロンジアミン、ピペラジン、１，４－シクロヘキシルジメチルアミン、４
，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタン、アミノエチルエタノールアミン、２，２，４
－トリメチルヘキサメチレンジアミン、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン
、オクタメチレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミンまたはｐ－フェニレンジアミン、１
，３－キシリレンジアミンまたは１，４－キシリレンジアミン、水素化されたキシリレン
ジアミン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン、４，４’－メチレン－ビス－（オ
ルト－クロロアニリン）、ジ－（メチルチオ）－トルエンジアミン、ジエチルトルエンジ
アミン、Ｎ，Ｎ’－ジブチルアミンジフェニルメタン、ビス－（４－アミノ－３－メチル
シクロヘキシル）メタン、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジアミンと２，４，４
－トリメチルヘキサメチレンジアミンとの異性体混合物、２－メチルペンタンメチレンジ
アミン、ジエチレントリアミンおよび４，４－ジアミノジシクロヘキシルメタンならびに
・　エタノールアミン、ヒドラジンエタノール、２－［（２－アミノエチル）アミノ］エ
タノール。
【００４６】
　最後に、ポリオール成分および／またはポリアミン成分は、例えば長鎖状の脂肪族カル
ボン酸または脂肪アルコールから生じうる二重結合を含んでいてよいことが挙げられる。
オレフィン二重結合を用いる官能化は、例えばビニル基またはアリル基を組み入れること
によっても可能である。この官能化は、例えば不飽和酸、例えば無水マレイン酸、アクリ
ル酸またはメタクリル酸ならびにこれらのそれぞれのエステルに由来しうる。
【００４７】
　本発明の範囲内で、ポリオール成分および／またはポリアミン成分がポリプロピレンジ
オール、ポリプロピレントリオール、ポリプロピレンポリオール、ポリエチレンジオール
、ポリエチレントリオール、ポリエチレンポリオール、ポリプロピレンジアミン、ポリプ
ロピレントリアミン、ポリプロピレンポリアミン、ポリ－ＴＨＦ－ジアミン、ポリブタジ
エンジオール、ポリエステルジオール、ポリエステルトリオール、ポリエステルポリオー
ル、ポリエステルエーテルジオール、ポリエステルエーテルトリオール、ポリエステルエ
ーテルポリオールであり、特に有利に、ポリプロピレンジオール、ポリプロピレントリオ
ール、ポリ－ＴＨＦ－ジオール、ポリヘキサンジオールカルバメートジオール、ポリカプ
ロラクタムジオールおよびポリカプロラクタムトリオールであることは、好ましい。更に
、挙げられた化合物の混合物でもある。
【００４８】
　特に好ましい実施態様において、ポリウレタンまたはポリ尿素は、１０００～１８００
０ｇ／ｍｏｌ、殊に２０００～１２０００ｇ／ｍｏｌ、特に有利に３０００～９０００ｇ
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／ｍｏｌの分子量を有するポリオールを含む。前記のポリオールは、特に有利にポリ－Ｔ
ＨＦ－ジオール、ポリプロピレングリコールならびに酸化エチレンおよび酸化プロピレン
のランダムコポリマーおよび／またはブロックコポリマーである。これに関連して、ＫＯ
Ｈ触媒反応により製造されたポリエーテルポリオールは、有利であることが証明された。
好ましい実施態様において、連鎖延長剤として、６０～５００、殊に８５～２００の分子
量を有するジオールが使用される。更に、本発明による組成物の性質に関連して、ポリウ
レタンまたはポリ尿素が２，４－トルイレンジイソシアネートおよび／または２，６－ト
ルイレンジイソシアネート（ＴＤＩ）および／または４，４’－ジフェニルメタンジイソ
シアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートおよび／または２，２’－ジ
フェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、殊にＴＤＩの異性体混合物を含むことは、
特に有利であり、その際に４０％を上回る２，４－異性体の割合は、特に有利である。
【００４９】
　ポリウレタンまたはポリ尿素は、架橋剤成分、連鎖停止剤成分およびさらなる反応性成
分を含んでいてもよい。若干の架橋剤は、既に少なくとも３個の反応性水素を有する連鎖
延長剤の項目の下で記載された。殊に、グリセリン、テトラ（２－ヒドロキシプロピル）
エチレンジアミン、ペンタエリトリトール、トリメチロールプロパン、ソルビトール、ス
クロース、トリエタノールアミンおよび少なくとも３個の反応性水素を有するポリマーで
あることができる（例えば、少なくとも３個のアミノ基を有するポリエーテルアミン、ポ
リマーのトリオール等）。連鎖停止剤として、殊に反応性水素を有する化合物、例えばモ
ノオール、モノアミン、モノチオールおよびモノカルボン酸がこれに該当する。特別な実
施態様において、モノオール、その際にＣ1～Ｃ12アルコール（殊に、メタノールないし
ドデシルアルコール）、高級アルコール、例えばＯＨ基および構造単位を有するポリマー
、例えばポリエーテルおよびポリエステル、例えば全てがＯＨ基にまで反応されたグリセ
リンまたはスクロースが使用され、その際にこの反応の場合には、さらなる反応性水素は
導入されなかった。
【００５０】
　特に、ＵＶ安定性の変形において、ポリオール成分として、有利に少なくとも２個のＯ
Ｈ基を有するポリエステル、少なくとも２個のＯＨ基を有するカーボネート、少なくとも
２個のＯＨ基を有するポリカーボネートエステル、ポリＴＨＦ、ポリプロピレングリコー
ル、酸化エチレンおよび酸化プロピレンのランダムコポリマーおよび／またはブロックコ
ポリマーが使用される。
【００５１】
　更に、ポリウレタンを含む本発明による組成物は、殊にＨａｌｓタイプの光安定剤を含
んでいてよい。例示的に４－アミノ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンが挙げら
れる。
【００５２】
　有機プレポリマーＰの基本骨格がアクリレートである場合には、これは、一連のアクリ
ル酸エステルおよびメタクリル酸エステルからの少なくとも１つのモノマーを含む化合物
であると解釈され、その際に有利にはポリマーの少なくとも７０質量％は、一連のアクリ
ル酸エステル、メタクリル酸エステルおよびスチレンからの少なくとも１つの化合物から
なる。
【００５３】
　アクリレート成分のモノマーは、有利に一連のエチルジグリコールアクリレート、４－
ｔ－ブチルシクロヘキシルアクリレート、ジヒドロシクロペンタジエニルアクリレート、
ラウリル（メタ）アクリレート、フェノキシエチルアクリレート、イソボルニル（メタ）
アクリレート、ジメチルアミノエチルメタクリレート、シアノアクリレート、シトラコネ
ート、イタコネートおよびこれらの誘導体、（メタ）アクリル酸、メチル（メタ）アクリ
レート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピ
ル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリ
レート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘ
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キシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘプチル（メ
タ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－プロピルヘプチルアクリレ
ート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、デシル
（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレー
ト、フェニル（メタ）アクリレート、トルイル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）
アクリレート、２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、３－メトキシブチル（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（
メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレー
ト、２－アミノエチル（メタ）アクリレート、γ－（メタクリロイルオキシプロピル）ト
リメトキシシラン、（メタ）アクリル酸の酸化エチレン付加物、トリフルオロメチルメチ
ル（メタ）アクリレート、２－トリフルオロメチルエチル（メタ）アクリレート、２－ペ
ルフルオロエチルエチル（メタ）アクリレート、２－ペルフルオロエチル－２－ペルフル
オロブチルエチル（メタ）アクリレート、２－ペルフルオロエチル（メタ）アクリレート
、ペルフルオロメチル（メタ）アクリレート、ジペルフルオロメチルメチル（メタ）アク
リレート、２－ペルフルオロメチル－２－ペルフルオロエチルメチル（メタ）アクリレー
ト、２－ペルフルオロヘキシルエチル（メタ）アクリレート、２－ペルフルオロデシルエ
チル（メタ）アクリレートおよび２－ペルフルオロヘキサデシルエチル（メタ）アクリレ
ートからの少なくとも１つの化合物である。
【００５４】
　特別な実施態様において、一連のｎ－ブチルアクリレート、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、アクリル酸、メタクリル酸およびメチルメタクリレートからの２つ以
上のモノマーが重要である。
【００５５】
　さらなる実施態様において、前記した全てのモノマーの少なくとも２つからのコポリマ
ーが使用され、その際にこの割合は、得られたコポリマーがそれぞれの使用目的にとって
望ましい使用技術的性質を有する形で選択される。望ましい使用技術的性質を有する適当
なコポリマーは、当業者に公知である。殊に、接着剤およびシーラントには、モル比で使
用される、ｎ－ブチルとメチルメタクリレートとからのコポリマーが好ましく、この場合
得られたコポリマーは、相応する複数のホモポリマーのガラス転移温度の間にあるガラス
転移温度を有する。全体的に、本発明のアクリレートは、コポリマーならびにホモポリマ
ーであることができる。
【００５６】
　更に、アクリル酸ポリマーは、別のエチレン性不飽和モノマーを含んでいてもよい。こ
こで、例として、モノ不飽和炭化水素モノマーおよびポリ不飽和炭化水素モノマー、ビニ
ルエステル（例えば、Ｃ1～Ｃ6飽和モノカルボン酸のビニルエステル）、ビニルエーテル
、モノエチレン性不飽和モノカルボン酸およびポリカルボン酸、および前記のモノカルボ
ン酸およびポリカルボン酸のアルキルエステル（例えば、アクリル酸エステルおよびメタ
クリル酸エステル、例えばＣ1～Ｃ12アルキル、殊にＣ1～Ｃ4アルキルエステル）、アミ
ノモノマーおよびニトリル、ビニルビニリデンおよびアルキルビニリデン、および不飽和
カルボン酸のアミドが挙げられる。更に、スチレン化合物（例えば、スチレン、カルボキ
シル化されたスチレンおよびα－メチルスチレン）、エチレン、プロピレン、ブチレンお
よび共役ジエン（ブタジエン、イソプレンおよびブタジエンとイソプレンとのコポリマー
）を含む不飽和炭化水素モノマーがこれに該当する。ビニルモノマーおよびハロゲン化ビ
ニリデンモノマーに関連して、塩化ビニル、塩化ビニリデン、フッ化ビニルおよびフッ化
ビニリデンが挙げられる。ビニルエステルの例は、脂肪ビニルエステル、例えばギ酸ビニ
ルエステル、酢酸ビニルエステル、プロピオン酸ビニルエステル、酪酸ビニルエステル、
イソ酪酸ビニルエステル、カプロン酸ビニルエステルおよび飽和モノカルボン酸のアリル
エステル、例えば酢酸アリルエステル、プロピオン酸アリルエステルおよび乳酸アリルエ
ステルを含む。ビニルエーテルに関連して、メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテ
ルおよびＮ－ブチルビニルエーテルが挙げられる。典型的なビニルケトンは、メチルビニ
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ルケトン、エチルビニルケトンおよびイソブチルビニルケトンを含む。モノエチレン性不
飽和ジカルボン酸のジアルキルエステルの例は、マレイン酸ジメチルエステル、マレイン
酸ジエチルエステル、マレイン酸ジブチルエステル、マレイン酸ジオクチルエステル、マ
レイン酸ジイソオクチルエステル、マレイン酸ジノニルエスエル、マレイン酸ジイソデシ
ルエステル、マレイン酸ジトリデシルエステル、フマル酸ジメチルエステル、フマル酸ジ
エチルエステル、フマル酸ジプロピルエステル、フマル酸ジブチルエステル、フマル酸ジ
オクチルエステル、フマル酸ジイソオクチルエステル、フマル酸ジデシルエステル、イタ
コン酸ジメチルエステル、イタコン酸ジエチルエステル、イタコン酸ジブチルエステルお
よびイタコン酸ジオクチルエステルである。殊に、モノエチレン性不飽和モノカルボン酸
は、アクリル酸、メタクリル酸、エタクリル酸およびクロトン酸である。モノエチレン性
不飽和ジカルボン酸の場合には、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸およびクエン酸が挙
げられる。モノエチレン性不飽和トリカルボン酸として、本発明に関連して、例えばアコ
ニット酸およびそのハロゲン置換された誘導体が使用されてよい。更に、前記酸の無水物
およびエステル（例えば、無水マレイン酸および無水クエン酸）が使用されてよい。エチ
レン性不飽和のモノカルボン酸、ジカルボン酸およびトリカルボン酸の例は、アクリロニ
トリル、α－クロロアクリロニトリルおよびメタクリロニトリルを含む。カルボン酸のア
ミドは、アクリルアミド、メタクリルアミドおよび別のα置換されたアクリルアミドおよ
びＮ置換されたアミド、例えばＮ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメチルア
クリルアミド、アルキル化されたＮ－メチロールアクリルアミドおよびＮ－メチロールメ
タクリルアミド（例えば、Ｎ－メトキシメチルアクリルアミドおよびＮ－メトキシメチル
メタクリルアミド）であることができる。アミノモノマーとして、置換されたアミノアル
キルアクリレートおよび置換されていないアミノアルキルアクリレート、アミノモノマー
の塩酸塩およびメタクリレート、例えばβ－アミノエチルアクリレート、β－アミノエチ
ルメタクリレート、ジメチルアミノメチルアクリレート、β－メチルアミノエチルアクリ
レートおよびジメチルアミノメチルメタクリレートが使用されてよい。本発明の範囲内で
、カチオン性モノマーに関連して、重合に適しておりかつ第一級アミノ基、第二級アミノ
基または第三級アミノ基を含む、α－エチレン性不飽和化合物およびβ－エチレン性不飽
和化合物、例えばジメチルアミノエチルメタクリレート、ジメチルアミノネオペンチルア
クリレート、ジメチルアミノプロピルメタクリレートおよびｔ－ブチルアミノエチルメタ
クリレートまたは前記化合物の有機塩および無機塩および／またはアルキルアンモニウム
化合物、例えばトリメチルアンモニウムメチルメタクリレートクロリド、ジアリルジメチ
ルアンモニウムクロリド、β－アセトアミドジエチルアミノエチルアクリレートクロリド
およびメタアクリルアミドプロピルトリメチルアンモニウムクロリドが挙げられる。前記
カチオン性モノマーは、単独で使用されてよいし、または前記されたさらなるモノマーと
の組合せで使用されてよい。ヒドロキシを含むモノマーの例として、さらにβ－ヒドロキ
シエチルアクリレート、β－ヒドロキシプロピルアクリレート、γ－ヒドロキシプロピル
アクリレートおよびβ－ヒドロキシエチルメタクリレートが挙げられる。
【００５７】
　アクリレートをベースとする、本発明により使用可能なポリマーＰは、少なくとも１つ
のアクリレート成分と少なくとも２個の有機ケイ素末端基とから構成されている。前記ア
クリレートは、例えばヒドロシリル化によるアルケニル末端化アクリレートの反応から得
ることができ、その際にアルケニル末端化されたアクリレートは、原子移動ラジカル重合
（ＡＴＲＰ）により製造されてよいか、またはアルケニル末端化アクリレートと有機ケイ
素末端基を含むモノマーとの反応から得ることができ、その際にアルケニル末端化アクリ
レートは、原子移動ラジカル重合（ＡＴＲＰ）により製造されてよい。別の制御されたラ
ジカル重合、例えばＮＭＰ（ニトロキシドを介した重合　Ｎｉｔｒｏｘｉｄｅ－ｍｅｄｉ
ａｔｅｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｉｓａｔｉｏｎ）、ＳＥＴ（単電子移動重合　Ｓｉｎｇｌｅ　
ｅｌｅｃｔｒｏｎ　ｔｒａｎｓｆｅｒ－Ｐｏｌｙｍｅｒｉｓａｔｉｏｎ）またはＲＡＦＴ
（可逆付加断片化鎖転移重合　Ｒｅｖｅｒｓｉｂｌｅ　Ａｄｄｉｔｉｏｎｓ－Ｆｒａｇｍ
ｅｎｔｉｅｒｕｎｇｓ　Ｋｅｔｔｅｎｕｅｂｅｒｔｒａｇｕｎｇｓ－Ｐｏｌｙｍｅｒｓａ
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ｔｉｏｎ）も適している。
【００５８】
　有機ケイ素末端基をヒドロシリル化によりアクリレート成分に結合した場合には、アル
コキシシラン化合物、殊にトリメトキシシラン、トリエトキシシラン、メチルジエトキシ
シラン、メチルジメトキシシランおよびフェニルジメトキシシランが適している。
【００５９】
　有機ケイ素末端基をモノマーによりアクリレート成分に結合した場合には、モノマーと
して、殊に３－（メタ）アクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、３－（メタ）アク
リルオキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリルオキシプロピルトリ
エトキシシラン、３－（メタ）アクリルオキシプロピルメチルジエトキシシラン、（メタ
）アクリルオキシメチルトリメトキシシラン、（メタ）アクリルオキシメチル－メチルジ
メトキシシラン、（メタ）アクリルオキシメチルトリエトキシシランおよび（メタ）アク
リルオキシメチル－メチルジエトキシシランが適している。
【００６０】
　アクリレートをベースとする、有機ケイ素末端基を有する、本発明による有機プレポリ
マーＰは、有利に５００～２０００００ｇ／ｍｏｌ、特に有利に５０００～１０００００
ｇ／ｍｏｌの質量平均分子量を有する。
【００６１】
　有機プレポリマーＰの基本骨格は、ポリエーテルであってもよい。しばらく前から、例
えば、いわゆるＫａｎｅｋａ　Ｃｏｒｐ．社のＭＳ－Ｐｏｌｙｍｅｒ（登録商標）および
／またはＡｓａｓｈｉ　Ｇｌａｓｓ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐ．社のＥｘｃｅｓｔａ
ｒを含む建築用シーラントが市場で入手可能であり、その際に「ＭＳ」は「ｍｏｄｉｆｉ
ｅｄ　ｓｉｌｉｃｏｎｅ　変性シリコーン」を表わす。このアルコキシシラン末端化ポリ
エーテルは、本発明に特に適している。これは、末位の二重結合のヒドロシリル化により
製造された、アルコキシシラン末端基を有するポリエーテル鎖からなるポリマーである。
アルコキシシラン末端基は、２個のアルコキシ基および１個のアルキル基が結合されてい
るかまたは３個のアルコキシ基が結合されている、ポリエーテル鎖に結合されたケイ素か
らなる。
【００６２】
　ポリエーテル成分として、特に、開始剤分子を使用して製造された、酸化スチレン、酸
化プロピレン、酸化ブチレン、テトラヒドロフランまたはエピクロロヒドリンからのポリ
オールが適している。殊に、ポリプロピレンオキシド、ポリブチレンオキシド、ポリエチ
レンオキシドおよびテトラヒドロフランまたはこれらの混合物が適している。これに関連
して、殊に５００～１０００００ｇ／ｍｏｌ、特に３０００～２００００ｇ／ｍｏｌの分
子量が好ましい。
【００６３】
　二重結合の導入のために、ポリエーテルは、塩素、臭素またはヨウ素の群から選択され
たハロゲン原子ならびに末位の二重結合を含む有機化合物と反応される。殊に、このため
に、塩化アリル、臭化アリル、ビニル（クロロメチル）ベンゼン、アリル（クロロメチル
）ベンゼン、アリル（ブロモメチル）ベンゼン、アリル（クロロメチル）エーテル、アリ
ル（クロロメトキシ）ベンゼン、ブテニル（クロロメチル）エーテル、１，６－ビニル（
クロロメトキシ）ベンゼンが適しており、その際に、殊に塩化アリルが有利に使用される
。
【００６４】
　こうして得られた、末位の二重結合を有するポリエーテルは、ヒドロシリル化により、
アルコキシシラン末端基を有するポリエーテルに反応される。これに関連して、ヒドロシ
リル化剤として、殊にトリメトキシシラン、トリエトキシシラン、メチルジエトキシシラ
ン、メチルジメトキシシランおよびフェニルジメトキシシランが適している。
【００６５】
　成分（Ａ）、（Ｂ）および（Ｃ）の他に、本発明による組成物は、使用目的に応じて、
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さらに他の成分を含むことができる。殊に、これは、一連の助剤および添加剤、分散剤、
被膜形成助剤、顔料、レオロジー助剤、水捕捉剤、付着助剤、触媒、可塑剤、光安定剤お
よび老化安定剤、難燃剤および／または殺生剤からの少なくとも１つのさらなる内容物質
である。これは、殊に以下の成分であってよい：
－　付着助剤、例えばエポキシシラン、アンハイドライドシラン、シランと第一級アミノ
シランとの付加物、ウレイドシラン、アミノシラン、ジアミノシラン、ならびにモノマー
またはオリゴマーとしての前記シランの類似体および尿素シラン；例えば、Ｄｙｎａｓｙ
ｌａｎ　ＡＭＥＯ，Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＡＭＭＯ、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＤＡＭＯ－Ｔ
、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　１１４６、Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　１１８９、Ｓｉｌｑｕｅｓｔ　
Ａ－Ｌｉｎｋ　１５、エポキシ樹脂、アルキルチタン酸塩、チタンキレート、芳香族ポリ
イソシアネート、フェノール樹脂；
－　水捕捉剤、例えばビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、α官能性
シラン、例えばＮ－（シリルメチル）－Ｏ－メチル－カルバメート、殊にＮ－（メチルジ
メトキシ－シリルエチル）－Ｏ－メチル－カルバメート、（メタクリルオキシメチル）シ
ラン、メトキシメチルシラン、Ｎ－フェニルシラン、Ｎ－シクロヘキシルシランおよびＮ
－アルキルシラン、オルトギ酸エステル、酸化カルシウムまたはモレキュラーシーブ；
－　触媒、例えばビスマス有機化合物またはビスマス錯体。更に、金属触媒として、チタ
ン触媒、ジルコニウム触媒、亜鉛触媒、Ｓｎ触媒およびリチウム触媒ならびに金属カルボ
キシレートがこれに該当し、その際に様々な金属触媒の組合せが使用されてもよい。
－　殊に、安定剤として、熱、光およびＵＶ線に対して作用を有する光安定剤および老化
安定剤、例えばラジカル捕捉剤として機能する、フェノール性酸化防止剤、例えば２，６
－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール、２，４－ジメ
チル－６－ｔ－ブチルフェノール、２，２’－メチレン－ビス（４－メチル－６－ｔ－ブ
チルフェノール）、４，４’－ブチリデン－ビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノー
ル）、４，４’－チオ－ビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、５－テトラキ
ス［メチレン－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト］メタンおよび１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフ
ェニル）ブタンおよびアミン（例えば、フェニル－β－ナフチルアミン、α－ナフチルア
ミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、フェノチアジンおよびＮ，
Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン）をベースとする酸化防止剤；
－　難燃剤；
－　殺生剤、例えば殺藻剤、または真菌類の成長を抑制する物質；
－　充填剤、例えば任意に脂肪剤または脂肪酸混合物、例えばステアリン酸塩で被覆され
ている粉砕された炭酸カルシウムまたは沈降炭酸カルシウム、殊に微粒状の被覆された炭
酸カルシウム、カーボンブラック、殊に工業的に製造されたカーボンブラック、カオリン
、酸化アルミニウム、ケイ酸、殊に熱分解法による高分散性ケイ酸、ＰＶＣ粉末または中
空球。好ましい充填剤は、カーボンブラック、炭酸カルシウム、例えば沈降炭酸カルシウ
ムまたは天然の白亜型の炭酸カルシウム、例えばＯｍｙａ社のＯｍｙａｃａｒｂ（登録商
標）、Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ　Ｉｎｃ．社のＵｌｔｒａ　Ｐ－Ｆｌｅｘ
（登録商標）、Ｓｏｌｖａｙ社のＳｏｃａｌ（登録商標）Ｕ　１　Ｓ２、Ｓｏｃａｌ（登
録商標）３１２、Ｗｉｎｎｏｆｉｌ（登録商標）、Ｓｈｉｒａｉｓｈｉ社のＨａｋｕｅｎ
ｋａ（登録商標）、熱分解法による高分散性ケイ酸ならびに前記充填剤からの組合せであ
る。同様に、鉱物、例えば珪藻土、タルク、無水物、半水和物または二水和物の形の硫酸
カルシウム（石膏）、石英粉、シリカゲル、沈降硫酸バリウムまたは天然の硫酸バリウム
、二酸化チタン、ゼオライト、リューサイト、カリ長石、バイオタイド（Ｂｉｏｔｉｄ）
、ソロケイ酸塩、サイクロケイ酸塩、イノケイ酸塩、フィロケイ酸塩およびヘクトケイ酸
塩（Ｈｅｃｔｏｓｉｌｉｃａｔｅ）の群、難溶性硫酸塩、例えば石膏、硬石膏または重晶
石ならびにカルシウム鉱物、例えば方解石、粉末状金属（例えば、アルミニウム、亜鉛ま
たは鉄）および硫酸バリウム；
－　レオロジー改質剤、例えば増粘剤、例えば尿素化合物、ポリアミドワックス、ベント
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ナイト、シリコーン、ポリシロキサン、水素化ヒマシ油、金属石鹸、例えばステアリン酸
カルシウム、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸バリウム、熱分解法珪酸ならびに
オキシ－１，２－エタンジイル－α－ヒドロ－Ω－ヒドロキシ－ノニル－フェノキシグリ
シジルエーテルオリゴマーを有するポリ（オキシ－１，２－エタンジイル）－α－ヒドロ
－Ω－ヒドロキシ－ポリマーおよび５－イソシアナト－１－（イソシアナトメチル）－１
，３，３－トリメチルシクロヘキサンまたはヒドロキシエチルセルロースまたはポリアク
リル酸ポリマーおよびポリアクリル酸コポリマー；
－　界面活性剤、例えば湿潤剤、展着剤、脱気剤、消泡剤および分散剤；
－　繊維、例えば炭素、セルロース、ポリエチレンまたはプロピレンからの繊維；
－　顔料、例えば二酸化チタン；
－　溶剤、例えば水、芳香族炭化水素、例えばトルエンおよびキシレン、エステル、例え
ば酢酸エチルエステル、酢酸ブチルエステル、酢酸アリルエステルおよび酢酸セルロース
をベースとする溶剤、およびケトン、例えばメチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ンおよびジイソブチルケトンをベースとする溶剤ならびにアセトン、アルコール、例えば
イソノニルアルコールおよび前記溶剤の少なくとも２つからなる混合物
ならびに殊に接着剤およびシーラントならびに被覆の範囲内でそれぞれの使用目的に適し
ている、さらなる物質。
【００６６】
　本発明による組成物が接着剤およびシーラントまたは被覆である場合には、これらは、
可塑剤を含んでいてよい。この種の可塑剤は、例えばＷＯ　２００８／０２７４６３、第
１９頁、第５行～第２０頁、第９行に開示されている。このＷＯ　２００８／０２７４６
３の記載内容は、本願に援用されている。
【００６７】
　本発明による組成物は、水との接触で硬化する。この硬化は、温度、接点の種類、湿分
量、および成分（Ｂ）および（Ｃ）および任意にさらなる触媒の質量割合に応じてさまざ
まに急速に行なわれる。空気湿度による硬化の場合には、最初に、前記組成物の表面上に
被膜が形成される。それに応じて、いわゆる被膜形成時間は、硬化速度のための基準であ
る。典型的には、２３℃および５０％の相対空気湿度の際に、３時間までのこの種の被膜
形成時間は、目指すに値することである。しかし、特殊な使用目的のためには、より長い
被膜形成時間が好ましくともよい。
【００６８】
　ホウ酸エステル（Ｂ）が使用される、特別な実施態様において、本発明による組成物は
、一成分系である。それによって、本発明の視点は、本発明による組成物の硬化方法であ
り、その際に（Ｂ）は、ホウ酸エステルであり、前記組成物は、一成分系として存在し、
かつ周囲湿分に晒される。
【００６９】
　一成分系において使用される成分が前記組成物の貯蔵安定性を損なわないこと、すなわ
ち前記成分が貯蔵中に前記組成物中に含まれる有機ケイ素末端基の架橋を生じる反応を重
大な程度には引き起こさないことに注目することは、好ましい。殊に、これは、このよう
なさらなる成分が有利に水を含まないかまたは最大で微少量の水を含むことを意味する。
従って、ある特定の成分を前記組成物中への混入前に化学的または物理的に乾燥すること
は、有利なことである。このことが不可能であるかまたは望ましくない場合には、この場
合に、前記組成物を二成分系として記載することは好ましく、その際に貯蔵安定性に不利
な影響を及ぼす、単数または複数の成分は、有機ポリマー（Ａ）とは別に、第２の成分中
に配合される。
【００７０】
　二成分系は、殊に、（Ｂ）がホウ酸である場合に有利であり、その際にアミン（Ｃ）は
、ホウ酸（Ｂ）とは別に配合されてよい。これに関連して、二成分系の一方の成分は、有
利に有機プレポリマーＰ（Ａ）およびアミン（Ｃ）を含むことができ、他方で第２に成分
は、ホウ酸（Ｂ）を含む。しかし、二成分系の一方の成分が有機プレポリマーＰ（Ａ）お
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よびホウ酸（Ｂ）を含み、他方で第２の成分がアミン（Ｃ）を含むことも可能である。前
記組成物が貯蔵安定性に不利に影響を及ぼすさらなる成分を含む場合には、このさらなる
成分は、同様に有機プレポリマーＰ（Ａ）とは別に第２の成分中に配合されてよい。
【００７１】
　従って、本発明の視点は、本発明による組成物の硬化方法であり、その際に（Ｂ）は、
ホウ酸であり、このホウ酸は、アミン成分（Ｃ）とは別に二成分系中に存在し、および前
記成分は、互いに混合される。
【００７２】
　ホウ酸（Ｂ）の使用は、硬化が周囲湿分の不在下で実施されうるという利点を有する。
それによって、前記組成物を厚手の層または構造体の形で硬化することが可能であり、こ
の構造体は、当該構造体の表面から比較的はるかに遠ざけられている内部範囲を有する。
周囲湿分による硬化の場合、この種の構造体の硬化は、困難である。それというのも、前
記湿度は、さらなる区間に亘って前記構造体によって拡散しなければならないからである
。外部範囲が硬化したら直ちに前記構造体の内部へのさらなる拡散は、著しく遅れる可能
性があり、それによって、前記系の硬化は、長時間を要する。これに反して、水は、本発
明による二成分系の均一な混合後に、全ての系において均一に、ホウ酸（Ｂ）とアミン（
Ｃ）との反応によって遊離される。従って、前記系の硬化は、前記組成物を用いて形成さ
れた構造体に左右されない。従って、本発明の視点は、本発明による組成物の硬化方法で
あり、その際にこの硬化は、周囲湿分の不在下で実施される。
【００７３】
　好ましい実施態様において、本発明による組成物は、ホウ酸（Ｂ）を含み、このホウ酸
は、マトリックス中に閉じ込められており、この場合には、殊に一成分系である。これに
関連して、ホウ酸は、有利にカプセル化された形で存在する。好ましい実施態様において
、前記ホウ酸および前記マトリックスは、コアシェル型カプセルとして存在するか、また
はマトリックス型カプセルとして存在する。殊に、前記カプセルまたは前記マトリックス
型カプセルは、５０～３０００μｍ、有利に１００～１５００μｍ、殊に２００～１００
０μｍの直径を有する。
【００７４】
　好ましくは、前記マトリックスは、例えばＷＯ　２００７０９３３９２の記載と同様に
、膨潤性ポリマー、例えばポリアクリル酸、水溶性スルホン酸基を含むコポリマーである
か、または無機マトリックス、例えばシリカ、酸化チタン、シリカゲル、無機－有機ハイ
ブリッド材料、可溶性塩、例えば塩化カルシウム、アルギン酸塩、カラゲーン、ゲランガ
ム、アミロースおよびキトサンである。使用されたマトリックスに応じて、本発明による
混合物中のホウ酸は、周囲湿分、剪断エネルギー、放射線および／またはｐＨの変化によ
って遊離されうる。
【００７５】
　従って、本発明のさらなる視点は、本発明による組成物の硬化方法であり、その際に（
Ｂ）は、ホウ酸であり、このホウ酸は、マトリックス中に閉じ込められ、前記組成物は、
一成分系として存在し、かつ周囲湿分に晒される。
【００７６】
　本発明のさらなる実施態様は、本発明による組成物の硬化方法であり、その際にアミン
成分（Ｃ）は、マトリックス中に閉じ込められており、前記組成物は、一成分系として存
在し、および前記組成物は、アミン成分（Ｃ）がマトリックスから遊離される条件に晒さ
れる。
【００７７】
　さらなる視点は、本発明による組成物の硬化方法であり、その際にアミン成分（Ｃ）は
、潜在性アミンであり、前記組成物は、一成分系として存在し、および前記組成物は、ア
ミンが遊離される条件に晒される。
【００７８】
　一成分系または二成分系の形の本発明による組成物は、湿分の遮断下に適当な包装材料
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または装置中、例えば容器、袋またはカートリッジ中に、数ヶ月ないし数年間に亘って貯
蔵されてよく、この場合本発明による組成物は、当該組成物の使用特性または性質の点で
硬化後に、使用に関連する程度に変化することはない。通常、貯蔵安定性は、粘度、押圧
量または押圧力を測定することにより算出される。
【００７９】
　本発明による組成物は、硬化された状態において、高い伸縮性の際に高い機械的強度を
有し、かつ良好な付着特性を有する。それによって、本発明による組成物は、殊に弾性接
着剤として、弾性シーラントとして、または弾性被覆として、数多くの用途に適している
。殊に、本発明による組成物は、急速な硬化を必要としかつ伸縮性に対して高度な要件が
課されていると同時に付着特性および強度に対して高度な要件が課されている用途に適し
ている。
【００８０】
　従って、本発明のさらなる対象は、接合部の間の素材結合を製造するための接着剤およ
びシーラントとしての前記組成物の使用である。本発明による組成物は、硬化された状態
で、高い伸縮性の際に高い機械的強度を有し、かつ良好な付着特性を有する。それによっ
て、本発明による組成物は、殊に弾性接着剤として、弾性シーラントとして、または弾性
被覆として、数多くの用途に適している。殊に、本発明による組成物は、長い開放時間お
よび急速な硬化を必要としかつ伸縮性に対して高度な要件が課されていると同時に付着特
性および強度に対して高度な要件が課されている用途に適している。
【００８１】
　適当な用途は、例えばコンクリート、モルタル、ガラス、金属、セラミック、プラスチ
ックおよび／または木材からの接合部の間の素材結合である。特別な実施態様において、
接合部は、一面で１つの表面であり、他面、カーペット敷き、ＰＶＣフローリング、ラミ
ネート、ゴムフローリング、コルクフローリング、リノリウムフローリング、木材フロー
リング、例えば寄木張りの床、玄関の間、船舶の床または建築用タイルである。殊に、本
発明による組成物は、天然石の接合に使用されてよい。更に、本発明による接着剤および
シーラントは、工業製品または消費製品の完成または修復に使用されてよく、ならびに地
上工事または地表（地下）工事における建築部品の密閉または接着に使用されてよく、な
らびに殊に衛生分野において使用されてよい。詳細には、接合部品は、自動車産業、トレ
ーラー産業、トラック産業、キャンピングカー産業、列車産業、航空機産業、船舶産業お
よび鉄道産業における部品であることができる。
【００８２】
　前記範囲における弾性接着のための接着剤は、有利にカタピラーの形で、主として円形
または三角形の横断面内に塗布される。乗り物産業における弾性接着は、例えばプラスチ
ックカバー、飾り縁、フランジ、バンパー、運転室または別の取付け部品を、輸送手段の
塗装された車体へ接着することであるか、または窓ガラスを車体内へ貼り付けることであ
る。
【００８３】
　地上工事および地表（地下）工事における好ましい用途範囲は、衛生分野における、打
ち継目、フロアジョイント、エキスパンションジョイントまたはシーリングジョイントで
ある。好ましい実施態様において、記載された組成物は、弾性の接着剤またはシーラント
として使用される。弾性の接着剤として、前記組成物は、典型的には、室温で少なくとも
５０％の破断時の伸びを有し、かつ弾性のシーラントとして、室温で少なくとも３００％
の破断時の伸びを有する。
【００８４】
　例えば、地上工事または地表（地下）工事における継目のためのシーラントとしての前
記組成物の使用のため、または例えば乗り物産業における弾性接着のための接着剤として
の前記組成物の使用のためには、前記組成物は、特に構造粘性の性質を有するペースト状
のコンシステンシーを有する。このようなペースト状のシーラントまたは接着剤は、適当
な装置を用いて接合部に塗布される。前記塗布に適した方法は、例えば、手動での適用で
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あるか、または圧縮空気を用いて運転されるかまたは容器もしくはバケットから輸送ポン
プまたは偏心ねじポンプを用いる、任意にアプリケーションロボットを用いる市販のカー
トリッジからの適用である。
【００８５】
　接合部は、接着剤またはシーラントの適用前に必要な場合には、前処理されうる。この
種の前処理は、殊に物理的浄化法および／または化学的浄化法、例えば研磨、サンドブラ
スト、ブラシ掛けもしくは類似方法、または浄化剤もしくは溶剤での処理、または付着助
剤、付着助剤溶液もしくはプライマーの施与を含む。
【００８６】
　接着剤を使用する場合、本発明による組成物は、一方の接合部もしくは他方の接合部に
適用されるかまたは双方の接合部に適用される。その後に、接合すべき部分は、接合され
、そして接着剤は、硬化する。それぞれ、双方の接合部が確実に互いに接着されることを
保証するために、前記接合部の接着は、調節された開放時間内で行なわれることに注目す
ることができる。
【００８７】
　本発明のさらなる対象は、組成物の製造法であり、その際にａ）ポリマーＰおよび任意
に一連の充填剤、チキソトロープ剤、可塑剤、酸化防止剤およびＵＶ吸収剤からの少なく
とも１つの化合物は、予め装入され、ｂ）アミン成分および任意に一連の溶剤および付着
助剤からの少なくとも１つの化合物は、添加され、およびｃ）ホウ酸および／またはホウ
酸エステルおよび任意にさらなる成分は、添加され、その際に前記成分は、均一に混合さ
れる。
【００８８】
　前記組成物が貯蔵性でありかつｃ）ホウ酸を含む場合には、前記組成物は、有利には混
入されず、かつ第２の成分の形で、任意にさらなる成分と混合されて準備される。
【００８９】
　しかし、アミンが潜在性アミンまたはカプセル化されたアミンである場合には、ｃ）ホ
ウ酸を含む、一成分系の貯蔵性の組成物を準備することも可能である。
【００９０】
　本発明による製造法のためには、使用される成分が全プロセス中に互いに混合されるか
または運動したまま維持されることは、有利であると見なすことができる。それとは別に
、使用される成分は、製造法の終結時に初めて互いに均一に混合されてもよい。混合装置
として、このために当業者に公知の全ての装置が適しており、殊に静的混合装置、遊星型
ミキサー、水平型乱流ミキサー（Ｄｒａｉｓ社）、遊星型ディスソルバーもしくはディス
ソルバー（ＰＣ　Ｌａｂｏｒｓｙｓｔｅｍｅ社）、強力ミキサーおよび／または押出機で
あることができる。
【００９１】
　前記組成物を製造するための本発明による方法は、非連続的に、例えば遊星型ミキサー
中で実施されることができる。しかし、前記方法を連続的に運転することも可能であり、
その際に、このために殊に押出機が適当であることが証明された。これに関連して、結合
剤は、押出機中に供給され、および液状添加剤ならびに固体の添加剤が供給される。
【００９２】
　本発明のさらなる視点は、本発明による組成物中の、縮合触媒としてのホウ酸および／
またはホウ酸エステルおよびアミン成分の使用である。これは、接着剤もしくはシーラン
トまたは被覆が好ましい。
【００９３】
　意外なことに、本発明による組成物は、公知技術水準と比較して、広い範囲により調節
可能な開放時間を有し、かつ引続き極めて急速に硬化することが見い出された。更に、ホ
ウ酸およびアミンを使用する場合に、本発明による組成物を周囲湿分とは無関係に硬化す
ることが可能であり、このことは、殊により高い層厚の場合に好ましい。従って、本発明
による組成物を準備することにより、課された課題は、完全に解決され得た。
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【図面の簡単な説明】
【００９４】
【図１】楔の形と日数との関連による完全硬化を示すグラフ。
【００９５】
　以下の実施例は、本発明の利点を明示する。
【実施例】
【００９６】
　実施例
　シラン末端化されたポリウレタンプレポリマーの合成（ＳＰＵプレポリマー）
　ＰＰＧ　８０００　６００ｇ（Ａｃｃｌａｉｍ（登録商標）８２００、Ｂａｙｅｒ　Ａ
Ｇ社）をイソホロンジイソシアネート２８．３４ｇ（Ｖｅｓｔａｎａｔ　ＩＰＤＩ，Ｅｖ
ｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　ＡＧ社）と混合し、かつ９５℃に加熱する。次に、触
媒１５０ｐｐｍ（ジブチル錫ジラウレート、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ　Ｉｎｃ．社）を攪拌しながら滴加する。１．５時間後、触媒１１０ｐｐｍ
を添加する。２時間後、ＮＣＯ値（滴定により測定した）は、０．７％であり、アミノ基
を含むトリアルコキシシラン０．１０３モル（Ｎ－ブチルアミノプロピルトリメトキシシ
ラン、ＤＮ　１１８９、Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ　ＡＧ社）を添加する。１５
分後、ビニルトリメトキシシラン１質量％（Ｄｙｎａｓｙｌａｎ　ＶＴＭＯ、Ｅｖｏｎｉ
ｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　ＡＧ社）を添加し、かつ徐々に室温へ冷却させる。澄明な無
色の液体が得られる。
【００９７】
　潜在性ヘキシルアミンの合成
　メチルイソブチルケトン２０．０ｇをトルエン１００ｍｌ中に溶解し、６０～１００℃
で徐々にトルエン１００ｍｌ中のヘキシルアミン２０．２ｇの溶液を滴加し、１２時間還
流し、その際に、反応の際に生じる水を水分離器で分離する。次に、トルエンを留去する
。褐色の低粘性の液体（３４ｇ）が得られる。
【００９８】
　ＳＰＵプレポリマーを用いるシーラントの製造および硬化
　シーラントの組成：
　成分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　質量％
Ｊａｙｆｌｅｘ　ＤＩＵＰ（Ｅｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌ　Ｃｏｒｐ．）　　　　　　１５
Ｓｏｃａｌ　Ｕ　１　Ｓ２（Ｓｏｌｖａｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　ＧｍｂＨ社）　５１
Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｒ２０２（Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　ＡＧ社）　　　２
ＳＰＵ　Ｐｒａｅｐｏｌｙｍｅｒ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０
Ｄｙｎａｓｉｌａｎ　１１４６（Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　ＡＧ社）　１
Ｄｙｎａｓｉｌａｎ　ＶＴＭＯ（Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　ＡＧ社）　１
【００９９】
　前記成分を順次にＳｐｅｅｄｍｉｘｅｒTMで毎分３５４０回転で９０秒ごとに混合し、
最後に、触媒を添加し、再び毎分３５４０回転で６０秒間混合する。
【０１００】
　触媒
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【表１】

【０１０１】
　前記シーラントを２３℃および５０％の相対空気湿度で１０日間硬化し、試験体を打抜
き、および引張強さをＤＩＮ　５３５０４により測定する。
【０１０２】
　被膜形成時間を次のように測定した：
　シーラント約２ｇを板上に約１ｃｍの厚さで塗布し、かつ２３℃および５０％の相対湿
度で貯蔵した。シーラント表面と木製スパチュラの端部との周期的な接触により、スパチ
ュラの先端に付着する被膜が前記表面から引き上げられる時点を測定した。
【０１０３】
　硬化速度を次のように測定した：
　前記組成物を楔形の凹所を有するテフロン型の前記凹所中に塗布し、かつ木製スパチュ
ラを用いて取り去った。２３℃および５０％の相対空気湿度で２４時間後、前記楔の薄手
の端部から今や架橋した接着剤を、傾斜した楔形の凹所面で硬化していない接着剤の位置
（すなわち、厚さ）が見出せるまで、テフロン型から注意深く取り除いた。こうして、前
記寸法に基づいて、硬化層厚は、硬化速度に対する基準として算出されうる。
【０１０４】
　結果
【表２】

【０１０５】
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【図１】
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【国際調査報告】
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